
○「林業基本法」提案説明

（農林政務次官）

わが国の林業は、今日まで、木材その他の林産物の供給、資源の有効利用、国土の保

全、国内市場の拡大等、国民経済の発展と国民生活の安定に寄与してまいりました。

しかるに近時、わが国経済の発展に伴いまして、林業をめぐって大きな情勢の変化が

見られるのであります。すなわち、木材需要の増大、開放経済体制下における外材輸入

の増加等、木材需給構造の変化が生じ、また農山村からの労働力の流出が顕著となるな

どの趨勢がこれであります。申すまでもなく林業は、本来生産期間がきわめて長いこと

など、他産業に比して不利な自然的条件を有するばかりではなく、林業経営の大部分が

零細規模であること、林業経営者の経営意欲が一般的に低調であることなどの脆弱性を

有しております。

これらを克服して、諸情勢の変化に対応し、林業の総生産を増大させ、他産業との格

差が是正されるように生産性を向上させるとともに、林業従事者の所得を増大させるこ

とにより、林業の安定的な発展をはかることが強く要請されているのであります。その

要請にこたえるには、従来の資源政策を基調とした林業政策のみでは十分ではありませ

ん。さらに新たな角度から、産業としての林業の振興に関する基本的な政策の目標を明

らかにし、これに基づいて諸般の施策を講じていくことが必要であります。このことは、

林業のになう重要な使命にこたえると同時に、国民経済の発展と国民生活の向上を念願

する国民の期待にこたえるゆえんであろうと考えるものであります。これがこの法案を

提出いたしました理由でございます。

＜林業基本法案に対する附帯決議＞

一、森林資源の維持、開発の施策としての林道網の整備拡充と造林の推進については国

庫負担及び補助率の引上、貸付条件の改善並びに予算及び融資の飛躍的増大等特段の

措置を講ずること。

二、国有林野事業の運営に当つては、特に地元産業の振興と地元住民の福祉の向上に留

意し、山村地域の振興に貢献するよう努めること。

三、民有林業並びに木材産業の振興のため、更に積極的な施策を講ずるとともに、これ

に対応する行政機構の整備改善を行なうこと。

四、国内森林生産の増強に努め、外材輸入についてはこれを弾力的に指導して木材需給

の調整と価格の安定に努めること。

五、林業労働者に対しては、労働法規に基づく保護及び各種社会保障の諸権利を速やか

に享受できるよう雇用の安定、労働条件の改善等その実現に努めること。

六、林政審議会の委員に、林業経営者、林業労働者等広く各界より権威者の参加を求め、

法の適正、円滑な運用がより一層可能となるよう配慮すること。

七、本法施行に伴い必要な関連立法の早期実現に努めるとともに、関係法を速やかに整

備すること。



○「森林・林業基本法」（林業基本法改正）提案説明

（武部国務大臣）

現行の林業基本法は、昭和39年、その当時における社会経済の動向や見通しを踏まえ

て、我が国林業の向かうべき道筋を明らかにするものとして制定されました。

しかしながら、基本法制定後37年が経過し、我が国経済社会が急速な経済成長、国際

化の著しい進展等により大きな変化を遂げるとともに、森林に対する国民の要請は、木

材生産機能から、国土や自然環境の保全、地球温暖化の防止等の多面にわたる機能の発

揮へと多様化しているなど我が国森林・林業をめぐる状況も大きく変化いたしておりま

す。

こうした中、現行林業基本法が規定する政策体系につきましては、関係者の多大な努

力により成果を上げてまいりましたが、一方で、林業の採算性の悪化、林業収入への依

存度の低下等による森林所有者の経営意欲の減退により管理不十分な森林が増加しつつ

ある状況にあります。

このため、国民の要請にこたえて我が国の森林が将来にわたり適切に管理されるよう、

木材の生産を主体とした政策から森林の有する多面にわたる機能の持続的発揮を図るた

めの政策へと転換し、国民的合意のもとに政策を進めていくことが必要であります。

本法案は、このような基本的考え方のもとに、林政審議会の報告を踏まえ、国家社会

における森林・林業の位置づけなど森林・林業政策に関する基本理念を明確化するとと

もに、政策体系を抜本的に再構築し、今後の中長期的な政策展開の基軸を明確化するた

め、提案したものであります。


